
1． はじめに
　雷現象はその原因となる個々の積乱雲の水平の大き
さがおよそ10kmの小スケールの現象であるが，それ
ぞれの観測所での長期にわたる月別雷日数をみると，
より広い範囲の気象学的変動を反映していることが知
られる（吉田　2002）．
　雷現象の観測は，気象庁では管区・海洋・地方気象
台および測候所において観測者の目視（視覚，聴覚お
よび両者）により行われてきており（地上気象観測指
針（気象庁　2011）），気象台および一部の測候所では24
時間の常時観測により行われてきた．また，業務宿直
体制（勤務時間は 8時00分～21時30分および翌 5時00
分～ 9時30分，21時30分～ 5時00分の間は当直）の測
候所では，当直時間も含め雷現象について常時観測を
行っていたが，本稿で述べる14か所の業務宿直体制の
測候所では1981年 4月から業務体制の変更により，そ
れまで行ってきた雷現象の常時観測は中止となり 8時
00分から19時00分までの観測となった（気象観測統計
の解説（気象庁　2019））．もし発雷頻度が時間帯に無関
係であれば，観測時間は11時間となるので雷現象の捕
捉数は 5割ほど（11／24≒0.46）に減ると推定される．
しかし， 1日 1回の発雷でも発雷日としてカウントさ
れるので，雷日数は各日の発雷観測回数に必ずしも比
例して変化するわけではない．
　観測業務体制の変更による観測値の均質性の変化に
ついて記述しておくことは観測値の長期変動を解釈す
るうえで大切である．このような観点から14か所の測

候所における業務体制の変更による雷日数への影響に
ついて調査したので報告する．
　なお，2000年ころから多くの測候所での自動化（無
人化）に伴い雷観測は中止され，更に2019年 2月から
は順次気象台における雷現象などの目視観測の中止が
始まった．他方，2001年から「雷監視システム」によ
る全国規模の自動観測が開始されているが，このよう
な観測の進歩があっても過去の観測記録は気候学的に
大切な資料であると考える．

2． 調査結果
　調査では1961年 4月から1991年 3月の30年間の雷日
数について調査した．
　調査に用いた雷日数のデータは気象庁のホームペー
ジ「各種データ・資料―過去の気象データ・ダウンロー
ド」（https://www.data.jma.go.jp/gmd/risk/obsdl/　
2019.11.19閲覧）からダウンロードした．
2.1　 観測業務体制の変更がなされた官署の雷日数

の変化
　1981年 4月から観測業務体制の変更（夜間目視観測
中止）がなされた測候所は羽幌，雄武，むつ，伏木，
諏訪，伊良湖，萩，呉，多度津，宿毛，平戸，飯塚，
阿久根，都城の14か所である（気象庁　2019）．これら
の測候所では1981年 3月までは雷の常時観測が行われ
ており，調査では1961年 4月（呉，多度津，宿毛では
1971年 4月）から1991年 3月までの雷日数のデータを
用いた．
　これらの14か所の年度（ある年の 4月から翌 3月ま
で）別雷日数を第 1図に，1961～1980年度および
1981～1990年度の平均年間雷日数の比較を第 2図に示
す．第 1図および第 2図から1981～1990年度の雷日数
の減少は明らかであり，この減少が観測業務体制の変
更に伴う夜間における雷観測中止の前後で統計的に有
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意であるかどうかを検定するため次のような処理を
行った．1961～1980年度の平均年間雷日数をμ1，

1981～1990年度の平均年間雷日数をμ2とし，「ス
チューデントの t分布」によってμ1の信頼区間95％の
範囲を求めμ2がこの範囲に入ればμ1＝μ2とし，入らな
ければμ1≠μ2とした（浅井・村上　1981）．
　その結果，雄武を除く13の測候所ではμ1≠μ2とな

り，これらの測候所では雷日数の有意な減少（μ2＜μ1）
が認められる．
2.2　観測業務体制の変更のなかった官署との比較
　2.1節で調査した測候所（夜間目視観測中止）の近く
で24時間常時雷観測を継続している気象台および業務
宿直の測候所での年度別雷日数を第 3図に，併せて第
2図に1961～1980年度および1981～1990年度の平均年

間雷日数の比較を示す．2.1節と同様の
検定の結果，μ2＞μ1となる北見枝幸，青
森，広島，宇和島および福岡を除く 9官
署ではμ1＝μ2と判断され，第 2図および
第 3図の結果とからこれらの観測点では
1981～1990年度とそれ以前の1961～1980
年度の雷日数との間に有意な年代間の変
化は認められず，この期間雷日数に影響
するような有意な自然変動はなかったと
考えられる．夜間目視観測継続官署と夜
間目視観測中止官署との間には地域的な
偏りはないことから（第 4図に夜間観測
継続および中止官署を示す），夜間目視
観測中止官署においても同様の自然変動
はなかったと期待でき，2.1節で議論し
た夜間目視観測中止官署における雷日数
の減少は観測体制の変更に伴うものと推
測される．
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第 1図　 夜間目視観測中止官署における年間雷日数．黒丸は1981～
1990年度，白抜き丸は1961～1980年度（呉，多度津，宿毛で
は1971～1990年度）．

第 2図　 観測体制変更前後の雷日数の比
較．横軸：1961～1980年度の平
均年間雷日数，縦軸：1981～
1990年度の平均年間雷日数，黒
丸：夜間目視観測中止官署，白
抜き丸：夜間目視観測継続官署．



3． 検討
　2.2節で述べたように，夜間観測中止の官署につい
て1961～1980年度および1981～1990年度の期間におい
ても雷日数に自然変動がなかったと期待できることか
ら「昼間のみの雷日数」および「昼間と夜間両方にお
ける雷日数」とも 2つの期間で有意な自然変動はな
かったと仮定し次のような検討を行った．2.1節の各
測候所について1971～1980年度の雷日数をN1，このう
ち昼間のみの雷観測日数をn11，夜間のみ
の雷観測日数を n13および昼間と夜間両
方における雷観測日数を n12とすると，
N1＝n11＋n12＋n13と表される．同様に，
1981～1990年度の雷日数をN2とすると，
N2＝n21（昼間のみの雷観測日数）＋n22（昼
間と夜間における雷観測日数）であるの
で，N1－N2は1981～1990年度において

「夜間のみにおける雷」が観測されなかっ
た日数を表していると期待される．
　第 1図からも分かるように雷日数の経
年変化は複雑であるが，これらの測候所
について1971～1980年度と1981～1990年
度の10年間の雷日数の差を1971～1980年
度の雷日数で規格化した値（r）を第 1表
に示す．
　第 1表に示した数値 rについて，顕著
な地理的分布は認められず，2.1節で述
べた雄武を除いた13の測候所について r
の平均は0.40となり推定される雷現象の
捕捉数の減少に近い値となるが，このう
ち 7官署で r≦0.4， 3官署で0.4＜r≦
0.5， 3官署で0.5＜r≦0.6となり，半数
以上の官署で「夜間のみにおける雷」日
数は期待される日数よりも少ないことが
示唆される．このことと気象学的環境と
の関係についての考察は今後の課題とし
たい．

4． まとめ
　1981年 4月に2.1節に示す14か所の測
候所で「夜間目視観測」が中止された．
2.2節で述べたように1961～1990年度の
期間において雷日数に影響する有意な自
然変動は無かったと考えられる．夜間観
測継続官署においては1961～1980年度と

1981～1990年度の雷日数に統計上有意な差は認められ
なかった．一方，夜間観測中止官署おいては，第 1図
および第 2図に示すように，1981年度からの夜間観測
中止後における雷日数の減少は，信頼区間を95％とし
たスチューデントの t分布での検定から明らかである
ことが分かった．この間，夜間目視観測中止以外で雷
日数に影響するような観測体制の変更や統計方法の変
更はなく（地上気象観測指針（気象庁　2011），気象観
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第 3図　 夜間目視観測継続官署における年間雷日数．黒丸は1981～
1990年度，白抜き丸は1961～1980年度．



測統計の解説（気象庁　
2019）），夜間目視観測中止
官署でみられた雷日数の変
化（減少）は，観測業務体
制の変更（夜間目視観測中
止）の影響が顕在化したも
のと考えられる．
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第 1表　夜間目視観測中止官署における雷日数の変化．

官署 1970～1980年度の
雷日数（N1）

1981～1990年度の
雷日数（N2）

雷日数の差
（ΔN＝N1－N2）

規格化雷日数差
（r＝ΔN／N1）

雄武 47 43 4 0.09
羽幌 106 57 49 0.46
むつ 85 41 44 0.52
伏木 284 153 131 0.46
諏訪 134 94 40 0.30
伊良湖 116 50 66 0.57
萩 174 111 63 0.36
呉 101 41 60 0.59
多度津 97 67 30 0.31
宿毛 108 75 33 0.31
飯塚 186 116 70 0.38
平戸 133 79 54 0.41
都城 293 181 112 0.38
阿久根 242 119 23 0.10

第 4図　 調査した官署の地理的分布．黒丸:夜間目視観測中止官署，白抜き丸：夜
間目視観測継続官署．
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